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新旧対照表 

（件名）鳥羽市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する条例（令和5年条例第1号）（第１条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

附 則 

 

附 則 

 

（鳥羽市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） （鳥羽市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧保有個

人情報を含む情報の集合物であって、一定の事務又は業務の目的を達成す

るために特定の旧保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができ

るように体系的に構成したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。）をこの条例の施行後に提供したときは、２年以下の拘禁

刑又は100万円以下の罰金に処する。 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧保有個

人情報を含む情報の集合物であって、一定の事務又は業務の目的を達成す

るために特定の旧保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができ

るように体系的に構成したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。）をこの条例の施行後に提供したときは、２年以下の懲役

又は100万円以下の罰金に処する。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前

において旧実施機関が保有していた旧保有個人情報をこの条例の施行後に

自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したとき

は、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前

において旧実施機関が保有していた旧保有個人情報をこの条例の施行後に

自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したとき

は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

５・６ （略） 

 

５・６ （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市情報公開・個人情報保護審査会条例（令和5年条例第2号）（第２条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（罰則） （罰則） 

第17条 第６条第４項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の

拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

第17条 第６条第４項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の

懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

２ （略） 

 

２ （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市職員給与条例（昭和31年条例第14号）（第３条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

第43条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定に

かかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっ

ては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

第43条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定に

かかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっ

ては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 基準日前１か月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の

前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）で、その離

職した日から当該支給日の前日までの間に拘禁刑以上の刑に処せられた

もの 

(３) 基準日前１か月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の

前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）で、その離

職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せられたも

の 

(４) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受

けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

 

(４) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受

けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

 

第43条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされていた

職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいずれかに該当

する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めることができる。 

第43条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされていた

職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいずれかに該当

する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めることができる。 

(１) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪に

ついて拘禁刑以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和

23年法律第131号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。第３

項において同じ。）をされ、その判決が確定していない場合 

(１) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪に

ついて禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和23

年法律第131号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。第３項

において同じ。）をされ、その判決が確定していない場合 

(２) （略） (２) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当する ３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当する
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

に至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならな

い。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止処分を受けた者が

その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているとき

その他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反すると認め

るときは、この限りでない。 

に至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならな

い。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止処分を受けた者が

その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているとき

その他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明らかに反すると認め

るときは、この限りでない。 

(１) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に

係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられなかった場合 

(１) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に

係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

４～６ （略） 

 

４～６ （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市職員の退職手当に関する条例（昭和38年条例第1号）（第４条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（退職手当の支払の差止め） （退職手当の支払の差止め） 

第12条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る一

般の退職手当等の額の支払を差し止める処分を行うものとする。 

第12条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職

に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る一

般の退職手当等の額の支払を差し止める処分を行うものとする。 

(１) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以

上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131

号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）をされ

た場合において、その判決の確定前に退職をしたとき。 

(１) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上

の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和23年法律第131

号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）をされ

た場合において、その判決の確定前に退職をしたとき。 

(２) （略） (２) （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を行った退職手当管理機

関は、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該支

払差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合

において、当該支払差止処分を受けた者がその者の基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すこと

が支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を行った退職手当管理機

関は、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該支

払差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当する場合

において、当該支払差止処分を受けた者がその者の基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すこと

が支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでな

い。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由と

なった起訴又は行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（拘禁

刑以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。）

又は公訴を提起しない処分があった場合であって、次条第１項の規定に

よる処分を受けることなく、当該判決が確定した日又は当該公訴を提起

(２) 当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由と

なった起訴又は行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（禁錮

以上の刑に処せられた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又

は公訴を提起しない処分があった場合であって、次条第１項の規定によ

る処分を受けることなく、当該判決が確定した日又は当該公訴を提起し
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

しない処分があった日から６月を経過した場合 ない処分があった日から６月を経過した場合 

(３) （略） (３) （略） 

６～10 （略） 

 

６～10 （略） 

 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） （退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） 

第13条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等の額が

支払われていない場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者（第１号又は第２

号に該当する場合において、当該退職をした者が死亡したときは、当該一

般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、第11条第

１項に規定する事情及び同項各号に規定する退職をした場合の一般の退職

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を

支給しないこととする処分を行うことができる。 

第13条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等の額が

支払われていない場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

当該退職に係る退職手当管理機関は、当該退職をした者（第１号又は第２

号に該当する場合において、当該退職をした者が死亡したときは、当該一

般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、第11条第

１項に規定する事情及び同項各号に規定する退職をした場合の一般の退職

手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を

支給しないこととする処分を行うことができる。 

(１) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあ

っては、基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退

職後に拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

(１) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあ

っては、基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退

職後に禁錮以上の刑に処せられたとき。 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

２～６ （略） 

 

２～６ （略） 

 

（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納） 

第14条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払

われた後において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係

る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対し、第11条第１項に規定す

る事情のほか、当該退職をした者の生計の状況を勘案して、当該一般の退

職手当等の額（当該退職をした者が当該一般の退職手当等の支給を受けて

第14条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払

われた後において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係

る退職手当管理機関は、当該退職をした者に対し、第11条第１項に規定す

る事情のほか、当該退職をした者の生計の状況を勘案して、当該一般の退

職手当等の額（当該退職をした者が当該一般の退職手当等の支給を受けて
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

いなければ第９条第３項、第６項又は第８項の規定による退職手当の支給

を受けることができた者（次条及び第16条において「失業手当受給可能

者」という。）であった場合には、これらの規定により算出される金額

（次条及び第16条において「失業者退職手当額」という。）を除く。）の

全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができる。 

いなければ第９条第３項、第６項又は第８項の規定による退職手当の支給

を受けることができた者（次条及び第16条において「失業手当受給可能

者」という。）であった場合には、これらの規定により算出される金額

（次条及び第16条において「失業者退職手当額」という。）を除く。）の

全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができる。 

(１) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘

禁刑以上の刑に処せられたとき。 

(１) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁

錮以上の刑に処せられたとき。 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

２～６ （略） 

 

２～６ （略） 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） （退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第16条 （略） 第16条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関

し拘禁刑以上の刑に処せられた後において第14条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、

当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に関し拘禁刑以上

の刑に処せられたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退

職をした者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職手当額を

除く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関

し禁錮以上の刑に処せられた後において第14条第１項の規定による処分を

受けることなく死亡したときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給

者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に関し禁錮以上の刑

に処せられたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退職を

した者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職手当額を除

く。）の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができ

る。 

５～８ （略） 

 

５～８ （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市民の環境と自然を守る条例（昭和48年条例第33号）（第５条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（罰則） （罰金） 

第67条 第43条第２項又は第59条の規定による命令に違反したときは、そ

の違反行為をした者は、１年以下の拘禁刑又は10万円以下の罰金に処す

る。 

 

第67条 第43条第２項及び第59条の規定による命令に違反した者は、１年

以下の懲役又は10万円以下の罰金に処する。 

 

第68条 第34条の規定による命令に違反したときは、その違反行為をした

者は、３月以下の拘禁刑又は３万円以下の罰金に処する。 

 

第68条 第34条の規定による命令に違反した者は、３月以下の禁錮又は３

万円以下の罰金に処する。 

 

第69条 第29条の規定による命令に違反したときは、その違反行為をした

者は、３万円以下の罰金に処する。 

 

第69条 第29条の規定による命令に違反した者は、３万円以下の罰金に処

する。 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市消防団条例（昭和47年条例第2号）（第６条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（欠格事項） （欠格事項） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

第５条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができな

い。 

(１) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終るまでの者又はその執行

を受けることがなくなるまでの者 

(１) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終るまでの者又はその執行を

受けることがなくなるまでの者 

(２)・(３) （略） 

 

(２)・(３) （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和39年条例第32号）（第７条関係） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（退職報償金支給の制限） （退職報償金支給の制限） 

第６条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては支給

しない。 

第６条 退職報償金は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては支給

しない。 

(１) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 (１) 禁錮
こ

以上の刑に処せられた者 

(２)～(５) （略） 

 

(２)～(５) （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市分課組織条例（昭和59年条例第3号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（事務分掌） （事務分掌） 

第２条 企画財政課において分掌すべき事務は、次のとおりとする。 第２条 企画財政課において分掌すべき事務は、次のとおりとする。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) デジタル施策に関すること。 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(７) （略） (６) （略） 

(８) （略） 

 

(７) （略） 
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新旧対照表 

（件名）鳥羽市国民健康保険税条例（昭和35年条例第2号） 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第

１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規

定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基

礎控除後の総所得金額等」という。）に100分の7.2を乗じて算定する。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）第314条の２第

１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第２項の規

定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「基

礎控除後の総所得金額等」という。）に100分の7.0を乗じて算定する。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の資産割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の資産割額） 

第４条 第２条第２項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち土

地、及び家屋に係る部分の額に100分の13.0を乗じて算定する。 

 

第４条 第２条第２項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち土

地、及び家屋に係る部分の額に100分の19を乗じて算定する。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について

30,600円とする。 

 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について

27,200円とする。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の規

定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日

の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同

一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する月（以下
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次

号、第７条の３及び第23条第１項において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

って特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。第３号、第７条の３及び第23条第１項において同じ。）

以外の世帯 20,300円 

この号において「特定月」という。）以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。次

号、第７条の３及び第23条第１項において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であ

って特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を経過する

月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。第３号、第７条の３及び第23条第１項において同じ。）

以外の世帯 23,000円 

(２) 特定世帯 10,150円 (２) 特定世帯 11,500円 

(３) 特定継続世帯 15,225円 

 

(３) 特定継続世帯 17,250円 

 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の

3.0を乗じて算定する。 

 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に100分の

1.7を乗じて算定する。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の資産割額） （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の資産割額） 

第７条 第２条第３項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち、

土地及び家屋に係る部分の額に100分の2.7を乗じて算定する。 

 

第７条 第２条第３項の資産割額は、当該年度分の固定資産税額のうち、

土地及び家屋に係る部分の額に100分の4.10を乗じて算定する。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額） 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について

12,700円とする。 

 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について

6,500円とする。 

 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等
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改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

割額） 割額） 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 8,400円 (１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 5,400円 

(２) 特定世帯 4,200円 (２) 特定世帯 2,700円 

(３) 特定継続世帯 6,300円 

 

(３) 特定継続世帯 4,050円 

 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎

控除後の総所得金額等に100分の2.3を乗じて算定する。 

 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎

控除後の総所得金額等に100分の2.7を乗じて算定する。 

 

（介護納付金課税被保険者に係る資産割額） （介護納付金課税被保険者に係る資産割額） 

第９条 第２条第４項の資産割額は、介護納付金課税被保険者に係る当該

年度分の固定資産税額のうち、土地及び家屋に係る部分の額に100分の3.3

を乗じて算定する。 

 

第９条 第２条第４項の資産割額は、介護納付金課税被保険者に係る当該

年度分の固定資産税額のうち、土地及び家屋に係る部分の額に100分の

5.00を乗じて算定する。 

 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険

者１人について12,300円とする。 

 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険

者１人について12,200円とする。 

 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について6,100円と

する。 

 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について8,500円と

する。 

 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 



15 

改 正 案 （新） 現  行 （旧） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対し

て課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及

びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える

場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が24万円を超え

る場合には、24万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及

びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える

場合には、17万円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対し

て課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及

びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える

場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が24万円を超え

る場合には、24万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及

びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える

場合には、17万円）の合算額とする。 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法

第703条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法

律第33号）第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の

収入金額が55万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第703条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定す

る公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除

額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収

入金額が60万円を超える者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が110万円を超える者に限る。）をいい、給与所得

を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条において「給与所得者

等の数」という。）が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）

を超えない世帯に係る納税義務者 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法

第703条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法

律第33号）第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定

する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の

収入金額が55万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第703条

の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第３項に規定す

る公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除

額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収

入金額が60万円を超える者に限り、年齢65歳以上の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が110万円を超える者に限る。）をいい、給与所得

を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条において「給与所得者

等の数」という。）が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得

者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）

を超えない世帯に係る納税義務者 
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ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

21,420円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

19,040円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 14,210円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 16,100円 

(イ) 特定世帯 7,105円 (イ) 特定世帯 8,050円 

(ウ) 特定継続世帯 10,658円 (ウ) 特定継続世帯 12,075円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について 8,890円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について 4,550円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 5,880円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,780円 

(イ) 特定世帯 2,940円 (イ) 特定世帯 1,890円 

(ウ) 特定継続世帯 4,410円 (ウ) 特定継続世帯 2,835円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

8,610円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

8,540円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について 

4,270円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について 

5,950円 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合

算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円
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を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき295,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前号に該当する者を除く。） 

を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき295,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

15,300円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

13,600円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 10,150円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 11,500円 

(イ) 特定世帯 5,075円 (イ) 特定世帯 5,750円 

(ウ) 特定継続世帯 7,613円 (ウ) 特定継続世帯 8,625円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について 6,350円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について 3,250円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,200円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 2,700円 

(イ) 特定世帯 2,100円 (イ) 特定世帯 1,350円 

(ウ) 特定継続世帯 3,150円 (ウ) 特定継続世帯 2,025円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

6,150円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

6,100円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について 

3,050円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について 

4,250円 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合 (３) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合
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算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円

を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき545,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前２号に該当する者を除く。） 

算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被

保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合

にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円

を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき545,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

6,120円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

5,440円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,060円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,600円 

(イ) 特定世帯 2,030円 (イ) 特定世帯 2,300円 

(ウ) 特定継続世帯 3,045円 (ウ) 特定継続世帯 3,450円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について 2,540円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） 

１人について 1,300円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,680円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,080円 

(イ) 特定世帯 840円 (イ) 特定世帯 540円 

(ウ) 特定継続世帯 1,260円 (ウ) 特定継続世帯 810円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

2,460円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人について 

2,440円 
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カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について 

1,220円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について 

1,700円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の

最初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税

義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険

者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の

最初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある

場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税

義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険

者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

(１) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める

額 

(１) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める

額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 4,590円 ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯4,080円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 7,650円 イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯6,800円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 12,240円 ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯10,880円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 15,300円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯13,600円 

(２) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人につ

いて次に定める額 

(２) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人につ

いて次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,905円 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯975円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 3,175円 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯1,625円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 5,080円 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯2,600円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 6,350円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯3,250円 

３ （略） 

 

３ （略） 

 


